
政策 提言

【提 言】

多文化共生社会の実現に向けて

令和元年１２月１７日

鹿 児 島 県 議 会



政策提言の検討や政策条例の対象事項の調査等を行うために設置している

政策立案推進検討委員会から，「多文化共生社会の実現」に向けて提言すべ

きとの報告を受けました。

本県の在留外国人数は，平成３０年１２月末で１万人を超えており，新た

な外国人材の受入制度等により，更なる増加が見込まれます。

このような中，県議会として検討した結果，国籍や民族などの異なる人々

が，互いの文化的違いを認め合い，地域社会の構成員として，共に生きる多

文化共生社会の実現を目指すことは，県政にとって重要な課題であると考え

ます。

知事におかれては，この提言の趣旨をお汲み取りいただき，多文化共生社

会の実現に向けて，積極的に取り組まれるよう県議会として強く要望します。

令和元年１２月１７日

鹿 児 島 県 議 会

議 長 外 薗 勝 蔵



多文化共生社会の実現に向けて

１ 提言の背景

（１） 在留外国人の現状

日本に暮らす外国人は近年増加の一途をたどっており，平成30年

12月末の在留外国人数は，約273万人と４年連続で過去最高を更

新し，前年末に比べ約17万人（6.6％）増加している。

本県の平成30年12月末の在留外国人数は，10,547人であり，

前年末に比べ 1,446人増加しており，増加率15.9％は全国第１位

となっている。また，直近３年における対前年比の増加率は，10％

を超えており，全国の中でも，非常に高い伸びとなっている。

本県の在留外国人は，都市部だけでなく，県内各地に散住してお

り，約半数に当たる22市町において，100人以上の外国人が在住

している。

また，国籍別では，多い順に，ベトナム（3,636人），中国

（2,180人），フィリピン（2,018人）となり，上位３ヵ国で，

74.3％を占めている。

在留資格別では，多い順に技能実習（4,835人），永住者

（2,411人），留学（961人）となり，これらで全体の77.8％を占

め，近年は特に技能実習の増加が大きい。

（２） 外国人材受入れ拡大の動き

国は，平成30年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基

本方針2018（骨太の方針2018）」及び「まち・ひと・しごと創生

基本方針2018」において，外国人材の受入れ拡大を含め，外国人

の生活環境の整備を行うことが重要であり，地域における多文化共

生施策を一層推進するとした。

同年12月，新たな「出入国管理及び難民認定法」が成立し，新た

な在留資格「特定技能」が創設された。介護や農業，建設業など人

手不足が深刻な業種において，平成31年４月からの５年間で，最大

34万５千人の外国人労働者の受入れ拡大が図られることとなってい

る。
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平成30年12月末に取りまとめられた「外国人材の受入れ･共生の

ための総合的対応策」においては，生活者としての外国人に対する

支援や外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組などが示

されている。

（３） 多文化共生に関する取組

国においては，平成18年３月に，地方自治体が多文化共生（※１）

の推進に関する指針・計画を策定する上で参考となる考え方を整理

した「地域における多文化共生推進プラン」を公表し，また平成29

年３月には，多文化共生の優良な取組を掲載した「多文化共生事例

集」を作成し，多文化共生施策の推進を図ってきた。

県においては，平成30年３月に策定した「かごしま未来創造ビジ

ョン」において，多文化共生の実現に向けた施策の基本方向を定め

ており，公益財団法人鹿児島県国際交流協会と連携し，多文化共生

社会の推進に向けた日本語・日本理解講座事業などを実施している。

本年４月には，新たな外国人材の受入制度が創設されたことを踏

まえ，地域における外国人材の円滑な受入れ等を支援するため，「外

国人材受入活躍支援課」が設置され，10月には，雇用，医療，福祉，

子どもの教育等の生活に関する情報提供や相談を多言語で行う「外

国人総合相談窓口」を開設したところである。

また，今年度内に「かごしま外国人材受入活躍推進戦略」を策定

することとしている。

また，県内市町村については，一部市町村で，ホームページの多

言語化や日本語教室開催などの取組がなされているものの，県内市

町村における多文化共生の推進に向けた取組には，差が見られるの

が現状である。
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（４） 課題

国際化の進展や新たな外国人材の受入制度により，本県に在住す

る外国人の更なる増加が見込まれる中，国籍や民族等にかかわらず

活躍できる地域社会づくりが，離島を含め，県下全域において今後

一層求められる。

しかしながら，外国人県民（※２）に関しては，日本語や日本の

文化，習慣，守るべきルール等を理解していないがゆえに，地域社

会での交流機会が不足し，近隣住民とのトラブルや軋轢が生じたり，

地域社会から孤立してしまうこともある。

このような状況を改善・防止するためには，受け入れる側の日本

人県民が，文化的違いを認め，外国人県民の人格を尊重することや，

外国人県民に対する情報提供や日本語学習の環境整備が，まず必要

である。

外国人県民は，地域社会の重要な構成員であり，外国人県民なら

ではの視点や経験を生かしつつ，共に生きる社会の実現を目指す必

要がある。

以上の観点から，次のとおり提言する。

（※１）多文化共生

国籍や民族などの異なる人々が，互いの文化的差異を認め合い，対等

な関係を築こうとしながら，地域社会の構成員として共に生きていくこと。

（総務省「地域における多文化共生推進プラン」）

（※２）外国人県民

本提言では，鹿児島県民のうち，外国籍の方や，外国につながる背景

（ルーツ）をもつ方を対象に「外国人県民」という言葉を使用しています。
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２ 提言

（１） 多文化共生意識の醸成

ア 異なる言語，文化，習慣を持つ外国人と共生していく必要性や

意義などの周知・啓発を行うなど，多文化共生に関して，幼少期

からの意識の醸成を含め，日本人県民の理解促進を図ること。

イ 市町村等と連携し，日本人県民と外国人県民との交流機会の創

出を図ること。

（２） 情報収集（アクセス）の支援

ア 外国人県民が必要とする情報をスムーズに収集できるよう，県

ホームページ等の内容を充実するとともに，多言語ややさしい日

本語により提供すること。

イ 外国人県民向けの総合相談窓口について，より相談しやすい体

制づくりや周知に努めるとともに，外国人県民が身近な地域で相

談できるよう，市町村に対しても相談窓口の設置について助言等

を行うこと。

（３） 日本語・日本理解の支援

ア 外国人県民が，日本語や日本・鹿児島の文化，習慣，守るべき

ルール等について，より身近な地域で学習できるよう，国の事業

も活用し，取り組むとともに，県内各市町村における日本語・日

本理解講座の開催について，助言・支援を行うこと。

イ 市町村等と連携し，日本人県民と外国人県民との交流機会の創

出を図るとともに，地域行事などへの外国人県民の参加促進を図

ること。

ウ 日本人県民と外国人県民とのコミュニケーションを促進するた

め，やさしい日本語の活用について周知・啓発を図ること。

エ 外国人県民が，日本語・日本理解，日本人県民との交流に積極

的になれるような環境を整備すること。

（４） 地域ぐるみの受入体制づくり

多文化共生の推進に当たっては，県，市町村，自治会，外国人材

受入企業，外国人支援団体など，地域の関係者による情報交換，情

報共有に努めるとともに，外国人県民の視点に立った支援や外国人

県民も視野に入れた施策展開につなげていくこと。
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参 考

１ 本県の在留外国人数の推移（各年１２月３１日時点）

単位：人・％

H25 H26 H27 H28 H29 H30

在留外国人数 6,443 6,733 7,222 7,954 9,101 10,547

対前年比増 126 290 489 732 1,147 1,446

（％） (2.0) (4.5) (7.3) (10.1) (14.4) (15.9)
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２ 県内の在留外国人の市町村別の状況

（推計人口は平成３１年１月１日，在留外国人数は平成３０年１２月３１日時点）

在 留 人口に占める

市町村 推計人口 外国人数 外国人の割合

（人） （人） （％）
鹿 児 島 市 597,215 3,065 0.51
鹿 屋 市 102,369 571 0.56
枕 崎 市 20,810 388 1.86
阿 久 根 市 19,813 135 0.68
出 水 市 52,471 665 1.27
指 宿 市 39,866 388 0.97
西 之 表 市 15,195 86 0.57
垂 水 市 14,333 206 1.44
薩 摩 川 内 市 93,845 485 0.52
日 置 市 47,748 292 0.61
曽 於 市 34,251 347 1.01
霧 島 市 124,719 653 0.52
いちき串木野市 27,967 208 0.74
南 さ つ ま 市 33,699 219 0.65
志 布 志 市 30,186 344 1.14
奄 美 市 41,757 139 0.33
南 九 州 市 34,414 374 1.09
伊 佐 市 25,297 138 0.55
姶 良 市 76,392 349 0.46
市 計 1,432,347 9,052 0.63

三 島 村 392 2 0.51
十 島 村 760 7 0.92
さ つ ま 町 20,967 317 1.51
長 島 町 9,989 71 0.71
湧 水 町 9,641 76 0.79
大 崎 町 12,515 233 1.86
東 串 良 町 6,302 122 1.94
錦 江 町 7,225 60 0.83
南 大 隅 町 6,796 22 0.32
肝 付 町 14,762 87 0.59
中 種 子 町 7,776 19 0.24
南 種 子 町 5,527 15 0.27
屋 久 島 町 12,295 98 0.80
大 和 村 1,428 1 0.07
宇 検 村 1,680 2 0.12
瀬 戸 内 町 8,548 16 0.19
龍 郷 町 5,765 18 0.31
喜 界 町 6,825 44 0.64
徳 之 島 町 10,469 41 0.39
天 城 町 5,703 35 0.61
伊 仙 町 6,153 24 0.39
和 泊 町 6,442 109 1.69
知 名 町 5,901 64 1.08
与 論 町 5,058 12 0.24
町村計 178,919 1,495 0.84
総 計 1,612,481 10,547 0.65

【出典】人口移動調査（県企画部統計課），在留外国人統計（法務省）
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３ 本県の国籍別の在留外国人数（平成３０年１２月３１日時点）

単位：人・％

国・地域名 人 数 構 成 比 対 前 年 比
増 減 率

ベ ト ナ ム 3,636 34.5 44.3

中 国 2,180 20.7 ▲2.2

フ ィリピン 2,018 19.1 4.3

韓 国 513 4.9 2.8

インドネシア 331 3.1 33.5

米 国 285 2.7 1.4

ネ パ ー ル 251 2.4 24.9

台 湾 204 1.9 20.7

カ ンボジア 109 1.0 10.1

タ イ 91 0.9 3.4

そ の 他 929 8.8 11.7

合 計 10,547 100.0 15.9
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４ 本県の在留資格別の在留外国人数（平成３０年１２月３１日時点）

単位：人・％

国・地域名 人 数 構 成 比 対 前 年 比
増 減 率

技 能 実 習 4,835 45.8 29.3

永 住 者 2,411 22.9 3.3

留 学 961 9.1 21.6

日本人の配偶者等 601 5.7 ▲3.8

技 術 ・ 人 文 知 識 ・ 国 際 業 務 399 3.8 28.7

そ の 他 1,340 12.7 2.8

合 計 10,547 100.0 15.9
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